















































れんを非償却とする国際財務報告基準（ ）第 号 企業結合 の取扱いに係る適用後
レビューの必要性の提案を行っている。これらの点を踏まえ、平成 年改正会計基準におい






つまり、 第 号 企業結合 は、のれんを 企業結合で取得した単独には識別され
ず、かつ分離して認識されない資産から生じる将来の経済的便益 と規定し（ 第 号
）、 取得企業は、のれんとは別に、企業結合で取得した識別可能な無形資産を認識するこ
とになる。 としている。（ 第 号 第 項））この意味で、 ののれん認識は、
日本の会計基準第 号と似通っている。
しかし他方では、 は、さらに一歩踏み込んで、 認識したのれんを構成する諸要













と略称する）の第 号 無形資産 における 耐用年数が不確定な無形資産は、償却

























拙稿 ノレンの構成項目別分割表示論の吟味 大阪商業大学論集 第 号、 年 月。













（資 産） （負 債）
（の れ ん） （現 金）
（非支配株主持分）
取得した 社の純資産の公正価値 万円（資産の公正価値 万円 負債の公正価値
万円）のうち、 ％の 万円が 社への帰属額である。また、 ％の 万円が非
支配株主への帰属額である。



































（資 産） （負 債）
（の れ ん） （現 金）
（非支配株主持分）
純資産の公正価値 万円のうち、 社に帰属するのは 万円（ 万円 ％）









整処理がなされる。また、日本の会計基準である （平成 ）年 月に最終改正された企
















































の長期性資産の会計 で勧告されているし、国際会計基準においても （平成 ）年に
第 号 資産の減損 において提唱されている。わが国においては、企業会計審議会
が、 （平成 ）年 月に 固定資産の減損に係る会計基準 （以下、減損会計基準と略






































【設例】 株式会社は、 事業部、 事業部、 事業部からなる 事業部体制で事業を
営んでいる。
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